
新エネルギー等電気供給内容（注６）

届 出 内 容 備 考

設備情報
設備名称

設備ＩＤ

供 給 期 間

新エネルギー等電気記録量
（kWh）（注７）

提供形態（注９）

書類名

提供形態

提出書類
の提供形
態（注８）

書類名

提供形態

書類名

提供形態

書類名

売買価格（円／1000kWh）
(注10)

備 考

新エネルギー等電気相当量の価格

新エネルギー等電気の価格
（又は電気と新エネルギー等電気相当量の合算価格）

新エネルギー等電気相当量の増減量（注２）

届 出 内 容 備 考

新エネルギー等電気相当量増減量
（1000kWh）

新エネルギー等電気相当量価格
（円／1000kWh）
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（注１） 新エネルギー等発電事業者の事業者ＩＤ（先頭がＢで始まる事業者ＩＤ）を記載するこ
と。

（注２） 新エネルギー等電気相当量が電気供給先電気事業者に移転しない場合、新エネルギー等
電気相当量の記録届出ができる者は、新エネルギー等電気供給元発電事業者のみである。
新エネルギー等電気相当量が電気供給先電気事業者に移転する場合、新エネルギー等電気
相当量の記録届出ができる者は新エネルギー等電気供給先電気事業者のみである。

（注３） 新エネルギー等電気相当量の記録を行う口座が、届出者が開設している口座と同じ場合
には「届出者と同じ」を選択し、届出者と異なる口座に記録する場合には「届出者と異な
る」を選択すること。

（注４） 「届出者と異なる」場合、新エネルギー等電気相当量を記録する口座の事業者名及び事
業者ＩＤを記載すること。

（注５） 本届出書により届け出る、新エネルギー等電気供給内容の合計件数を記載すること。
（注６） 届出事業者間において複数の取引を行った場合、同じ表を追加し、新エネルギー等電気

供給内容及び新エネルギー等電気相当量価格を記載すること。
（注７） バイオマス発電の場合においては、電気の供給量にバイオマス比率を乗じて得た新エネ

ルギー等電気記録量を記載し、バイオマス比率の計算根拠を添付すること。
（注８） 必要のある場合のみ記載すること。

様 式 第 七 を 次 の よ う に 改 め る 。

様式第７（第９条関係）
新エネルギー等電気相当量の減量又は増量届出書

年 月 日

G G G G G G G G G G G

経済産業大臣 殿
（ふりがな）

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

届出者 住 所 （〒 ）

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

（ふりがな）

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

氏 名

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

印

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
事業者ＩＤ

G G G G G G G G G G

（事業者ＩＤが発行されている事業者は記載すること）
電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法施行規則第９条第１項の規定により、
新エネルギー等電気相当量の減量又は増量の記録をしたいので、次のとおり届け出ます。
減量又は増量の別（注１） 増量・減量
〈新エネルギー等電気相当量を減量する事業者〉
事業者種別

G G G G G G G G

下記種別から選択し、記号を記入すること。

Ｂ：新エネルギー等発電事業者、Ｇ：一般電気事業者、Ｓ：特定電気事業者、Ｐ：特定規
模電気事業者

事業者名

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

事業者ＩＤ

G G G G G G G G

代表者名

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

〈新エネルギー等電気相当量を増量する事業者〉
事業者種別

G G G G G G G G

下記種別から選択し、記号を記入すること。

Ｂ：新エネルギー等発電事業者、Ｇ：一般電気事業者、Ｓ：特定電気事業者、Ｐ：特定規
模電気事業者

事業者名

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

事業者ＩＤ

G G G G G G G G

代表者名
G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

（注９） 提供形態は、次の記号にて記載すること。
添付：Ｔ（添付の場合は、書類名又は電子ファイル名を記載）、別送：Ｂ

（注10） 電気事業者による届出の場合のみ記入すること。ただし、自身が保有又は占有する設備
から発電した電気を自らの販売電力として利用する場合を除く。

備考
・用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４とすること。
・氏名を記載し押印することに代えて署名することができる。この場合において、署名は必ず本人
が自署すること。
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